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愛西市条例第１４号 

 

愛西市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

愛西市都市公園条例（平成１７年愛西市条例第１２９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１条中「第５条第１項」を「第３条第１項、第４条第１項、第５条第１

項」に、「並びに第１８条」を「、第１８条並びに第２７条第５項及び第６項」

に改める。 

 第１条の次に次の４条を加える。 

（都市公園の配置及び規模に関する技術的基準） 

第１条の２ 法第３条第１項の条例で定める基準は、次条及び第１条の４に定

めるところによる。 

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 

第１条の３ 都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メート

ル以上とし、市街地の都市公園の当該市街地の住民１人当たりの敷地面積の

標準は、５平方メートル以上とする。 

（都市公園の配置及び規模の基準） 

第１条の４ 次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれその特

質に応じて市における都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災

害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び

規模を定めるものとする。 

（１） 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市

公園は、街区内に居住する者が容易に利用することができるように配置

し、その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定めること。 

（２） 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公

園は、近隣に居住する者が容易に利用することができるように配置し、

その敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。 

（３） 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする

都市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することができるよ
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うに配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定めること。 

（４） 主として市の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動

等総合的な利用に供することを目的とする都市公園及び主として運動の

用に供することを目的とする都市公園は、容易に利用することができる

ように配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能を

十分発揮することができるようにその敷地面積を定めること。 

２ 主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都

市公園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主と

して動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公

園、主として市街地の中心部における休息又は観賞の用に供することを目的

とする都市公園等前項各号に掲げる都市公園以外の都市公園を設置する場

合においては、それぞれその設置目的に応じて都市公園としての機能を十分

発揮することができるように配置し、及びその敷地面積を定めるものとする。 

（公園施設の建築面積の基準に係る割合等） 

第１条の５ 法第４条第１項の条例で定める割合は、１００分の２とする。 

２ 法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、都市公園法施行令（昭和

３１年政令第２９０号）第６条第２項から第５項までに定める範囲とする。 

第８条第１項中「者は」を「者から」に改め、「期間が３月を超えない場合

においては、」を削り、「際）に」の次に「別表に定める額の使用料を」を加え、

同条第２項中「する」を「することができる」に改め、同条第３項を削る。 

 第１１条の次に次の１条を加える。 

（工作物等を保管した場合の公示事項等） 

第１１条の２ 法第２７条第５項の条例で定める事項は、次に掲げるものとす

る。 

（１） 保管した工作物等の名称又は種類、形状及び数量 

（２） 保管した工作物等の放置されていた場所及び当該工作物等を除却し

た日時 

（３） 当該工作物等の保管を始めた日時及び保管の場所 

（４） 前３号に掲げるもののほか、保管した工作物等を返還するため必要

と認められる事項 
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２ 法第２７条第５項の規定による公示は、次に掲げる方法により行わなけれ

ばならない。 

（１） 前項各号に掲げる事項を、保管を始めた日から起算して１４日間、

愛西市公告式条例（平成１７年愛西市条例第３号）第２条第２項に規定

する掲示場に掲示すること。 

（２） 前号の公示に係る工作物等のうち特に貴重であると認められるもの

については、同号の公示の期間が満了しても、なお当該工作物等の所有

者等の氏名及び住所を知ることができないときは、当該公示の要旨を公

告すること。 

３ 市長は、前項に規定する方法による公示を行うとともに、規則で定める様

式による保管工作物等一覧簿を規則で定める場所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させなければならない。 

４ 法第２７条第６項の規定による工作物等の価額の評価は、取引の実例価格、

当該工作物等の使用期間、損耗の程度その他当該工作物等の価額の評価に関

する事情を勘案してするものとする。この場合において、市長は、必要があ

ると認めるときは、工作物等の価額の評価に関し専門的知識を有する者の意

見を聴くことができる。 

５ 法第２７条第６項の規定による保管した工作物等の売却は、競争入札に付

して行わなければならない。ただし、競争入札に付しても入札者がない工作

物等その他競争入札に付することが適当でないと認められる工作物等につ

いては、随意契約により売却することができる。 

６ 市長は、保管した工作物等（法第２７条第６項の規定により売却した代金

を含む。）を当該工作物等の所有者等に返還するときは、返還を受ける者に

その氏名及び住所を証するに足りる書類を掲示させる等の方法によってそ

の者が当該工作物等の返還を受けるべき当該工作物等の所有者等であるこ

とを証明させ、かつ、規則で定める様式による受領書と引換えに返還するも

のとする。 

 第１３条中「第１０条」を「第１１条の２」に改める。 

 附則の次に次の別表を加える。 

別表（第８条関係） 
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区分 単位 使用料（単位：円） 

公園施設を設ける場合 １平方メートル

１年につき 

Ａに１００分の４．５を乗じて得た

額 

土地 １平方メートル

１年につき 

Ａに１００分の４．５を乗じて得た

額 

公 園 施 設

を 管 理 す

る場合 建築物 １平方メートル

１年につき 

Ａに１００分の４．５を乗じて得た

額及びＢに１００分の４．５を乗じ

て得た額の合計額 

都市公園を占用する場合 愛西市道路占用料条例（平成２２年愛西市条例第２３号）

第２条に規定する額 

行商、募金その他これらに類す

る行為をする場合 

１平方メートル

１日につき 

２３ 

業として写真又は映画を撮影

する場合 

１日につき ４００ 

興行を行う場合 １平方メートル

１日につき 

２３ 

都 市 公 園

に お い て

行 為 を す

る場合 

展示会その他これらに類する

催しを行う場合 

１平方メートル

１日につき 

２３ 

  備考 

   １ 使用料の額が年額で定められている場合において、使用の期間が１年未満であるとき、又はその期

間に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算し、なお、１月未満の端数があるときは１月と

して計算するものとする。 

   ２ 面積が１平方メートル未満であるとき、又は面積に１平方メートル未満の端数があるときは、１平

方メートルとして計算するものとする。 

   ３ Ａとは、近傍類似の土地の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８０条の規定により市に備

え付けられた固定資産課税台帳に登録された評価額を表すものとする。 

   ４ Ｂとは、公有財産台帳評価額を表すものとする。 

   附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 


